
令和３年度地域運動部活動推進事業 

 

 
１ 目 的 
  （１）拠点校における実践研究 
  実践研究拠点校の取組において、地域人材の確保や費用負担の在り方、運営団体の確保等の成果
や課題等についての研究を進めていく上で、本県の実態に沿った課題が明確化されていくことが期
待される。実践研究を通して得た成果や課題をやまぐち部活動改革推進協議会で検討するととも
に、県内市町教委等へ広く発信するなどして、本県における休日の部活動の段階的な地域移行の推
進を図る。 
（２）関係機関・団体等との連携体制の構築 

  部活動の段階的な地域移行に向けて、県内関係機関・団体等で構成するやまぐち部活動改革推進
協議会を設置し、連携体制を整える。協議会では、本県における新たな部活動の仕組みの構築に向
けて協議するとともに、実践研究の成果と課題等について検証することで、休日の部活動の段階的
な地域移行を推進する。 

  また、本協議会における検証結果等について、報告書等を作成し、県内に広く配布・周知するこ
とで、部活動改革の背景・趣旨・方向性について関係者の理解促進を図る。 

 

２ 事業内容 
 （１）拠点校における実践研究 
  ① 基礎情報（防府市・周南市） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成果報告書【山口県】 

 



  ②実践研究内容 
【市部：防府市立牟礼中学校】 

   〇実践課題 
    １）環境整備に関すること 
       現在、牟礼中学校には、自身の競技経験を活かして指導する教職員や、自身の競技 

経験はなくても、子どもたちのためにその種目や指導方法について意欲的に学んで指 
導する教職員が多数いる。 

       一方で、部活動指導に時間を費やすことに負担を感じている教職員もいることから、 
持続可能な部活動と学校の働き方改革の両方を実現するための体制整備が必要である。 

２）人材発掘・人材育成に関すること 
       現在、牟礼中学校にある８つの運動部活動のうち、２部活は外部指導者を導入して 

いない。また、外部指導者を導入している６部活において外部指導者の高齢化により 
新たな人材を発掘したり、人材を育成したりする仕組みの構築が必要である。 

３）兼職兼業に関すること 
       部活動指導を継続したい教職員が地域での指導を継続できる環境を整えるためには、 

兼職兼業の考え方を整理していく必要がある。また、他校で勤務する教職員が指導を行う 
場合における兼職兼業の考え方についても同様に検討する必要がある。 

４）費用負担に関すること 
       地域スポーツ活動に必要な経費について、将来的には受益者負担が望ましいと考え 

るが、負担額が大きくなればそのことを理由に活動に参加できない生徒が出る可能性 
がある。よって、地域移行に係る経費を抑える方法に加え、受益者が負担する金額を 
減らしたり、地方自治体が支援する仕組みについて検討したりする必要がある。 

５）施設利用に関すること 
       学校施設を利用する際の鍵管理、施設利用の規程等について検討する必要がある。 
 
    〇運営体制 
      運営主体については、拠点校での実践 

研究の成果と課題を踏まえ、今後、市内 
全中学校における部活動の段階的な地域 
移行を図るために拠点校の所管機関であ 
る防府市教育委員会が担うこととした。 
 市内全中学校における段階的な地域移    
行に向け、実施体制も市スポーツ関係機 
関・団体等との連携を円滑に図るため、 
令和４年２月に部活動改革推進協議会を 
設置・開催し、協働体制を構築した。 

 
    〇指導体制：地域指導者１５名（うち拠点校教員１０名、市内小学校教員１名、その他４名）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ・運営主体及び関係機関等が連携し、地域指導者を確保する。令和２年度末に、保護者 

対象の事業説明会を開催やこれまでも学校で活動している外部指導者への協力依頼等 
により、地域人材の確保に努めた。 
 

    〇活動場所 
     原則、拠点校グラウンド及び体育館を活動場所とした。 
     
 

【イメージ図】 



〇成果と課題 
     １）成果 
       実践研究をとおして、指導者の人材確保、費用負担の在り方、施設の確保、運営主 

体の在り方等、多くの課題が明確になったことが大きな成果であると捉えている。 
     ２）課題 

実践研究で明確になった課題の克服に向け、まずは、各地域における関係機関・団 
体等を含め、生徒、保護者、学校教職員等への部活動改革の背景・趣旨・方向性の的 
確な周知と理解促進が課題の一つとしてあげられる。 
また、市スポーツ関係部局を始め、関係機関・団体等との連携体制の構築が必要で 

あると考える。 
        

【町村部：周南市立秋月中学校】 
    〇実践課題 
     １）背景 
      秋月中学校においても、適切な活動時間や休養日等の設定により、望ましい運動部活動

の運営が行われるよう体制整備に努めているところである。一方で、勤務時間外の平日の
活動に加え、休日の活動や各種大会等への参加等、教職員が担う部活動に係る負担が軽減
されない状況が続いている。さらに、運動部活動に携わる全ての教職員が、担当する競技の
専門性を備えているわけではないため、技術指導等に不安や悩みを抱えながら携わってい
る状況も見受けられる。このような課題の解決に向け、休日の部活動を段階的に地域へ移
行していくことで、教職員の負担軽減を図るだけではなく、地域指導者による専門的な技
術指導が行われることで、子どもたちの更なる技術力向上も期待できると捉えている。 

     ２）課題 
・地域人材の確保 
・指導者の資質の担保 
・必要な運営費用の確保に向けた家庭・地域の理解 
・各種大会の整理及び大会運営の在り方 

     
〇運営体制 

      運営主体については、拠点校での実践研究の成果 
と課題を踏まえ、今後、市内全中学校における部活 
動の段階的な地域移行を図るために拠点校の所管機 
関である周南市教育委員会が担うこととした。 
 市内全中学校における段階的な地域移行に向け、 
実施体制も市スポーツ関係機関・団体等との連携を 
円滑に図るため、令和４年度中に、周南市地域スポ 
ーツ・文化活動推進協議会を設置・開催し、協働体 
制を構築する。 
 

〇指導体制：地域指導者１３名（うち拠点校教員９名、その他４名） 
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ・関係機関等と連携し、地域指導者を確保した。その際、県体育協会及び市体育協会の人材

バンクの活用やこれまでも学校で活動している外部指導者等への協力依頼などにより、地
域人材を確保するよう努めたが、条件に当てはまる人材を確保することが非常に困難だっ
た。特に、女子テニス部の地域指導者については、なかなか見つからず 7 月初旬からの配
置となった。 

 

【イメージ図】 



    〇活動場所 
     原則、拠点校グラウンド及び体育館を活動場所とした。 
 
    〇成果と課題 
     １）成果 
       実践研究をとおして、指導者の人材確保、費用負担の在り方、施設の確保、運営主 

体の在り方等、多くの課題が明確になったことが大きな成果であると捉えている。 
さらに、やまぐち部活動改革推進協議会において、実践研究の成果と課題を報告す 

ることで、関係機関・団体等へ周知するとともに、助言を受けたことは今後の取組つ 
ながるとともに、他市町関係機関への情報提供となった。 

     ２）課題 
       様々な課題がある中で、本市では、市内中学校１３校のうち、１校を実践研究校と 

して、各関係団体と連携しながら調査研究を進めているが、市としては、令和５年度 
以降、段階的に市内全中学校の部活動の地域移行を考えており、まずは、関係機関・ 
団体の協働意識を市内全域に広げ、共に考えていく体制づくりが必要であると考えて 
いる。 
 また、改革の促進を図るためには、市内中学校、生徒、保護者、各関係団体への的 
確な情報発信が必須と考えている。しかし、現時点では具体的な方向性が見えず、情 
報発信はおろか、素案としての体制づくりを行っていく中においても、その方向性を 
定めることも慎重に進めざる得ない状況である。したがって、今後、国から示される 
提言を改革促進の根拠とし、推進を図っていくことが他地域への円滑な普及につなが 
ると考えている。 

 
３ 総 括（本県の取組） 
 （１）背 景 
     県内公立中学校１３９校において、生徒 

の９割以上が学校部活動（運動部：約７３ 
％、文化部：約２１％）に所属しており、 
本県の多くの中学生のスポーツ活動の機会 
を中学校教員が担っている現状である。 
 一方、少子化の進行により、学校規模の 
縮小に歯止めがかからない状態が続いてい 
る。本県の令和２年度の中学校生徒分布調 
査によると、生徒数２００人未満の公立中 
学校は約５５％と高い割合を示し、これに 
伴う学校部活動数や部員数の減少により、 
子どもたちのニーズに応えるスポーツ環境 
を学校部活動で担うことに限界がある。 
 さらに、本県の中学校教員の勤務実態に 
おいても、時間が在校等時間が１ヶ月当た 
り４５時間を超える主な理由として部活動 
の指導が挙げられていることも踏まえ、子 
どもたちが自らの興味・関心に応じたスポ 
ーツ活動の機会・確保に向けた新しい体制 
整備を進めていく必要があると考える。 

 
 （２）課 題 
     ２地域の実践研究の成果と課題を踏まえ、様々な課題が明確になったことは、今後、県 

内全域で部活動の段階的な地域移行（以下部活動改革）を進めていく上で、大きな成果で 
あったと捉えている。 
 しかし、これまで、学校部活動が担ってきた中学生のスポーツ環境を地域が新しく担っ 
ていくことを、学校、生徒、保護者、地域等から直ちに理解を得ることは難しいと考える。 
 また、円滑に進めていくには、県スポーツ所管部局をはじめ、関係機関・団体等との連 
携・協働体制の構築が必要である。 
 そこで、本県は次の２点の課題を中心に取り組むこととした。 
〇 関係機関、団体等との連携体制の構築 
〇 学校及び関係機関・団体等への部活動改革の背景・趣旨・方向性の理解促進 



（３）具体的取組 
① やまぐち部活動改革推進協議会の設置 
〇 県内関係機関や団体等を構成団体として「やまぐち部活動改革推進協議会」を設置し、
「部活動の段階的な地域移行（以下部活動改革）」の背景・趣旨・方向性を関係者へ説明し、
その必要性を理解した上で、実践研究による取組の成果や課題等を情報共有、発展的な検
討・意見交換により、県内展開へとつなげた。 

※第 1回･･･令和３年１０月２７日（水）開催 第２回･･･令和４年２月１０日（木）開催 
 

【構成団体】 

都市教育長会、町教育長会、総合型地域スポーツクラブ山口連絡協議会、県体育協会、県ＰＴＡ連合会 

県中学校校長会、県中学校体育連盟、県中学校文化連盟、県吹奏楽連盟、県高等学校体育連盟 

県高等学校野球連盟、県高等学校文化連盟、県観光スポーツ文化部（スポーツ推進課、文化振興課） 

県教育庁（教職員課、義務教育課（※）、学校安全・体育課（※））※事務局も兼ねる 

 
 〇 部活動改革の背景・趣旨・方向性の理解促進が、なかなか進まない中、第 1回開催に 

あたり、スポーツ庁担当者に出席していただき、国の示す背景や方向性を直接関係者に 
説明できたことは、本県の部活動改革の推進に向けた大きな一歩となったと捉えている。 

    〇 各市町関係機関（教育委員会・スポーツ部局等）については、本協議をオンライン配 
信をすることで情報共有につなげた。 
 

② 関係機関・団体等への情報提供及び意見交換による連携強化 
    〇 県教育委員会及び県スポーツ部局等との連携による担当者会議を定期的に開催し、部活

動改革の推進に向けた情報共有及び方向性の検討を始めたことで、体制構築がより円滑に
なったと捉えている。 

    〇 各市町学校体育担当指導主事連絡協議会において、県教育委員会からの所管説明や意見
交換会の実施等により、部活動改革の背景・趣旨・方向性について理解促進を図るととも
に、各市町教育委員会においても、運営・検討会議等によるスポーツ関係部局等との連携
体制の構築の必要性を説明した。 

 
③ 実践研究拠点地域への指導・助言 

    〇 運営主体である市教育委員会は拠点校での実践研究を進めるとともに、令和５年度以降、
段階的に市内全中学校の部活動の地域移行を図るための体制づくりを検討していることか
ら、国の検討会議の動向を常に注視し、その検討項目や協議内容に基づいた助言を行った。 

    〇 運営主体が開催した協議会へオブザーバーとして参加し、市関係機関・団体等への部活
動改革の背景・趣旨・方向性について説明をするとともに、意見交換等において助言をする
ことで、円滑な連携体制の構築につなげた。 
 

④ 部活動改革の背景・趣旨・方向性の理解促進 
    〇 やまぐち部活動改革推進協議会における実践研究報告において、その課題や今後の方向

性等について、各市町教育委員会及びスポーツ部局等に広く周知していくことで、それぞ
れの地域に実態に応じた方策の参考になったと捉えている。 

    〇 県教育委員会及び県スポーツ部局等における担当者会議により、関係上部組織の動向や
県内関係団体等との部活動改革に係る取組に関する情報共有を密に行い、各市町関係機関
との連携の推進につなげた。 

    〇 実践研究及びやまぐち部活動改革推進協議会における本県の取組について、報告書等を
作成し、県内に広く配布・周知することで、部活動改革の背景・趣旨・方向性について関係
者の理解促進を図った。 

 
（４）今後の方向性 
  国の検討項目に示されている諸課題の克服に向けた検討を進めていく上で、まずは、各地域に
おける関係機関・団体等を含め、生徒、保護者、学校教職員等への部活動改革の背景・趣旨・方
向性の的確な周知と理解促進と、各市町における関係機関・団体等との連携体制の構築が必要で
あると考える。 

  そこで、令和４年度は、各市町における運営・検討会議等による連携体制の構築を支援してい
くとともに、県内全域へ部活動改革の周知及び理解促進を推進していきたいと考えている。 

  さらに、令和４年度は国の検討会議のとりまとめが令和４年５月に提言として示されるこ 
とを踏まえ、本県の方向性の検討を進めていき、部活動改革の円滑な推進につなげていく。   



【参考】実践研究における取組から得られたアンケート結果等 
〇 実践研究における休日の地域でのスポーツ活動についてアンケート結果  
≪生徒の感想≫ 

   ・とても分かりやすく教えて下さって、力になっている気がします。 
   ・先生のおかげで上達していると実感している。 
   ・ちゃんとアドバイスをしてくれる。 
   ・専門の技術を持っているので相談しやすいし、わかりやすい。 
   ・バレーボールが上手くなっていると感じている。 
   ・分からないところを徹底的に教えてくれるからありがたい。 
   ・経験者に指導してもらう事で、充実した部活動が出来る。 

・一人ひとりにアドバイスがもらえる。 
    ・質問しやすく、専門的なことを教えてもらえる。 
    ・普段と違うメニューを教えて頂けるので、楽しく力が身につく。 

≪教師の感想≫ 
  ・毎日の仕事の負担学校かなり減った。部員の技術が着実に付いた。 
  ・技術指導をしていただける。ペア決め等の専門性が必要なことの相談が 

できる。心の負担が少し軽くなった。 
  ・休日に時間ができるので、教材研究やプライベートの時間が確保できる。 
  ・専門性をもった指導者で、学校の事情もよく理解してくださっている。 
  ・専門性の高い方に指導していただける。 
  ・教員の負担が大きく軽減される。 

・自分は競技経験がないが、地域指導者が専門的な視点で指導していただ 
けるので助かっている。 

・平日の練習のアドバイスをしてくださる。 
・教師や生徒が意見を言っても地域指導者がしっかりと話を聞いてくだ 
さる。 

・平日との指導内容等にずれが無いようにするためには、打ち合わせを行 
う必要がある。 

・平日も地域に指導をお願いしたい。 
 
≪地域指導者の感想≫ 

  ・生徒が技術やスポーツの特性について、教えてもらいたいという気持ち 
が強いので全体指導も個別指導もうまくいっている。 

  ・練習内容を見直すことで、基本的な技術力が向上している。 
  ・学校部活動と同様に行っているので、特別に困ることはない。 
  ・指導したことで子どものプレーが良くなっていく様子を見ると喜びを 

感じる。 
・指導内容や方法について、研修し、専門性を高めたい。 
・生徒指導上のトラブルの発生時や、怪我等、緊急事態発生時にどのよう 
に対応すればよいか、不安がある。 

 

〇周南市内中学校教職員の意識調査の実施（R3,7～8月実施） 

   （R５からの休日の部活動の段階的地域移行について） 

 
 市内中学校教職員は約２５０名いるが、そのう

ち２３０名が部活動を担当している。そのうちの

８％の教員が地域部活動指導者として兼職しなが

ら部活動に携わりたいと考えており、全体の約半

数の５４%の教員が地域への移行を希望するとい

う結果が見られた。 

 まだ具体的なゴールイメージを示すことができ

ない状況でのアンケートの実施となり、漠然とし

たイメージにおいての判断を求めたため、「まだわ

からない」という回答も３８％あった。 

 


